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株式会社紀陽銀行（頭取：原口 裕之）は、株式会社加平（本社：大阪府泉南市 代表取締役：田所 茂和）

に対し、「紀陽サステナビリティ・リンク・ローン（以下、本商品）」を実行いたしましたので、下記のとお
りお知らせいたします。 
本商品は、お客さまにＳＤＧｓに関する野心的な目標（ＳＰＴｓ：サステナビリティ・パフォーマンス・

ターゲット）を設定していただき、目標達成状況に応じて金利が変動する商品です。目標の達成にインセン
ティブを設けることで、お客さまのサステナビリティ経営の高度化を図ります。  
当行は、今後も地域の事業者の皆さまのＳＤＧｓ達成に向けた取り組みを支援することで、地域経済の持

続的な成長に貢献してまいります。 

 

記 

１．本件の概要 

借入人 

会 社 名 株式会社加平 

所 在 地 大阪府泉南市北野１－５－１７ 

代 表 者 田所 茂和 

設 立 １９８９年１月 

事 業 内 容 合成皮革製造業 

実 行 日  ２０２３年３月３１日 

融 資 金 額 １００百万円 

期 間 ５年 

 

２．ＳＰＴｓの概要 

 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 

①ＧＨＧ排出削減量 

（2019 年度比） 
5% 10% 20% 25% 30% 

②エッグシェルレザー（※） 

販売量 
5,000m 10,000m 20,000m 500,000m 1,000,000m 

・サステナビリティ・リンク・ローンとしての「サステナビリティ・リンク・ローン原則」、「グリーンローン及びサ

ステナビリティ・リンク・ローンガイドライン」への適合性について、株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

よりセカンドオピニオンを取得しております。 

※エッグシェルレザー：合成皮革製造に使用する炭酸カルシウムが主原料の充填剤を卵の殻で代替するとともに、卵 

の殻の含有量を独自の配合で調整し、製品の要求特性を実現させながらバイオマス原料使用 

度向上とウレタン樹脂の使用量削減をはかる製品のこと。 

 
以 上  

       

 
 

株式会社加平向け「紀陽サステナビリティ・リンク・ローン」の実行について 

本取り組みは、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のゴール７「エネルギーをみんなに

そしてクリーンに」、ゴール１２「つくる責任つかう責任」、ゴール１３「気候変動に

具体的な対策を」 につながる取り組みです。 

 

 

 



 

    

   セカンドオピニオン 
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株式会社加平 

サステナビリティ・リンク・ローン 
 

2023 年 3 月 28 日 

  

ESG 評価本部 

担当アナリスト：前口 紘毅 

 

格付投資情報センター（R&I）は、資金調達者を加平、貸付人を紀陽銀行とするサステナビリティ・リン
ク・ローンについて、ローン・マーケット・アソシエーション（LMA）の「サステナビリティ・リンク・ロ
ーン原則」及び環境省「サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2022 年版）」の「サステナビリ
ティ・リンク・ローンに期待される事項」に適合していることを確認した。オピニオンは下記の見解に基づ
いている。 

 

■オピニオン概要  

(1) KPIs の選定 

KPI-1は GHG（温室効果ガス）排出量（Scope1+2）、KPI-2はエッグシェルレザー販売量である。加平
は車両用合成皮革の製造・販売を中核事業としてきたが、製品ポートフォリオの分散化を事業戦略に掲げ
ている。主力製品の一つの透湿フィルム販売先である欧米衣料メーカーはサプライヤーに対し環境配慮の
要請を強めており、加平は製品の販売量維持・拡大に向け気候変動対策を強化している。また 2022年度に
製品化した卵の殻を主原料とする合成皮革「エッグシェルレザー」についても、成長分野として販売量を
拡大していく方針を掲げている。選定した KPIs は加平の事業戦略を踏まえた同社の目標、取り組みと整
合しており重要性を有する指標と判断した。 

  
(2) SPTs の設定 

SPT-1は GHG 排出削減目標（2030 年度の GHG 排出量（Scope1+2）を 2019 年度の実績対比 46％以上
削減すること）、SPT-2 はエッグシェルレザー販売目標（2027 年度に 100 万メートル）の中間経路として
段階的に設定されており、加平が掲げる目標と合致する。SPT-1は達成のために 2019 年度を基準として年
率平均約 4.2%の削減が必要であり過去実績からみて高い水準であることに加え、IPCC（気候変動に関する
政府間パネル）の 1.5℃シナリオに整合している。SPT-2 は 2027 年度までに既存製品と同水準の販売量を
目指す目標であるが、エッグシェルレザーは市場に同種製品がない先進的な製品であり、2022年度に製品
化したばかりで来年度以降販売を本格化していくものである。以上より、SPTs は十分に野心的な目標と判
断した。 

  
(3) ローンの特性 

加平は貸付人との間で協議のうえ貸出条件を決定した。SPTs は 2023 年度以降、毎年度判定し、どちら
か一方の SPT が達成した場合に向こう 1 年間の貸付金利が変動する。貸出条件と加平の SPTs 達成状況が
連動する設計となっている。 

 

(4) レポーティング 

加平は毎年 6月 30 日までに SPTsの達成状況を書面にて貸付人に報告する。また同社ウェブサイトにお
いて KPIs の実績を借入期間にわたり継続して開示予定である。 

 

(5) 検証 

加平は KPIsの実績について、一般財団法人和歌山社会経済研究所による検証を受ける予定であり、検証
結果は貸付人を通じて加平に報告される。 



セカンドオピニオン 

 

 2/9 

１． 借入人の概要 

(1) 事業概要 

・ 加平は 1989 年に創業した大阪府泉佐野市に本社を置く合成皮革を製造する企業。中核事業は車両用
合成皮革の製造および販売であり、他にカーテン材、医療シーツ材、スポーツ衣料や防寒ウェアのイ
ンナーに採用される透湿フィルム、家具用合成皮革等の主力製品を有している。 

・ 加平は 2000 年代に無溶剤のポリウレタン多孔質体製造技術を確立しており、これを強みとして環境
配慮型の車両用合成皮革を製造している。通常の合成皮革は原料となるウレタン樹脂と石油系の有機
溶剤を混合し、溶剤を水中に溶出もしくは空気中に揮発させることで多孔質のクッション層を形成し
て製造するが、加平は石油系の有機溶剤を使用せずウレタン樹脂に多孔質層を形成して合成皮革を製
造する技術を有する。 

 

■加平の製品を活用した商品群 

 

[出所：加平ウェブサイト] 

  



セカンドオピニオン 
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(2) 経営理念・事業戦略・環境負荷低減への取組み方針 

 加平は「おもしろおかしくモノづくり」を企業理念に掲げ、顧客とコミュニケーションを重ねながら
ニーズを捕捉しスピーディに製品を具現化している。近年は環境配慮型製品に対する顧客ニーズの高
まりを受け、バイオ系の廃棄物を原料としたモノづくりを進めている。2022年には廃棄される卵の殻
等を原料に使用した高バイオ化度の接着剤を開発し、関西モノづくり新撰1において「(1)環境・エネル
ギー」分野における独創性・市場性・信頼性を備えた新しい製品・技術として選定された。 

 加平は売上高に占める車両用合成皮革の割合が高いことから、製品ポートフォリオの分散化を目指し
ており、衣料メーカー向けの透湿フィルムや、卵の殻を原料とする「エッグシェルレザー」の販売に
注力する戦略を掲げている。 

 近年、透湿フィルムを販売する欧米系の衣料メーカーがサプライヤーに対し環境配慮への対応強化を
要求するようになりつつあることから、製品販売を維持・拡大するため気候変動を中心とした環境負
荷低減への取組みを強化している。足元では自社の GHG 排出削減目標（Scope1+2）を策定するとと
もに、同目標が IPCC の 1.5℃シナリオに整合するとして中小企業版 SBT 認定の取得を目指し 2022

年度中に申請予定である。 

 また、製造工程において様々な要因で不良となった合成皮革の端材を小物雑貨として製品化し、女性
をターゲットとした小物雑貨ブランド「tonto」を通じて販売する等、気候変動だけでなく廃棄物の観
点からも環境負荷低減に取り組んでいる。 

 

■無溶剤ポリウレタン多孔質体製造技術による合成皮革「Ecocel、ふんわりレザー」 

[出所：加平] 

  

 
1 関西モノづくり新撰とは、 (1)環境・エネルギー、(2)医療・健康・介護、(3)先端産業、(4)防災・セキュリティ、(5)新

市場創出、(6)IT/IoTソリューション、(7)社会課題「サスティナブルな食システム」分野において、関西の中小企業が

新たに開発した製品・技術について、独創性・市場性・信頼性を備えた新しい製品・技術として選定するもの。 



セカンドオピニオン 
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２． KPIs の選定 

評価対象の「KPIsの選定」は、以下の観点でサステナビリティ・リンク・ローン原則に適合している。 

(1) KPIs の概要 

 KPI-1は加平の GHG 排出量（Scope1+2）である。 

 KPI-2はエッグシェルレザー販売量である。 

 バイオ系合成皮革は、通常の合成皮革原料であるウレタン樹脂をトウモロコシやトウゴマ等の植物由来
原料で製造した樹脂で代替して製造することが一般的である。一方、加平のエッグシェルレザーは合成
皮革製造に使用する炭酸カルシウムが主原料の充填剤を卵の殻で代替するとともに、卵の殻の含有量を
自社独自の配合で調整し、製品の要求特性を実現させながらバイオマス原料使用度向上とウレタン樹脂
使用量削減を図る製品である。原料の卵の殻はマヨネーズ工場で廃棄されるものを調達しており、食糧
の削減にはならない。また製造過程ではバイオ化度を従来品対比 50%向上させた自社開発の高バイオ接
着剤を使用している。エッグシェルレザーはバイオマス原料の使用度に応じて 3 種類の製品を販売して
おり、いずれも一般社団法人日本有機資源協会のバイオマスマーク2を取得している。 

 

■エッグシェルレザーの概要 

 

[出所：加平] 

 
2 生物由来の資源（バイオマス）を活用し、品質及び安全性が関連する法規、基準、規格等に適合していることを一般

社団法人日本有機資源協会（JORA）が認定した場合に使用できるマーク。バイオマス度の下限値を 10％とし、認定製

品に含まれるバイオマス割合（乾燥重量比）を表示している。 



セカンドオピニオン 
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(2) KPIs の重要性 

① 加平の環境面における中期目標 

 加平は製品ポートフォリオの分散化に向け、車両用合成皮革以外の他製品の販売拡大を事業戦略とし
て掲げている。 

 主力製品の一つである欧米系衣料メーカーに対する透湿フィルムの販売維持・拡大に向けた対応とし
て、自社の事業活動を通じた GHG 排出量（Scope1+2）の削減目標を掲げ気候変動対策を強化してい
る。また同目標が IPCCの 1.5℃シナリオに整合するとして中小企業版 SBT認定の取得を目指してい
る。 

 エッグシェルレザーも事業戦略における注力分野として位置づけており、2027年度までに家具・靴用
レザーとして既存製品と同水準の 100万メートルを販売する目標を掲げている。 

 以上より、本件の KPIs は加平の事業戦略上、重要な目標となっている。 

② 加平におけるKPIsの重要性 

 KPI-1は加平が掲げる GHG 排出削減目標であり、加平は本 SLL が気候変動対策を加速させるインセ
ンティブになると考えている。 

 KPI-2 は加平が掲げるエッグシェルレザー販売目標で、製品ポートフォリオの分散化に向けた事業戦
略に貢献する重要性が高い指標である。石油由来の製品からシフトすることで、CO2削減にも寄与し、
環境配慮製品として今後成長が期待できる注力分野と位置付けている。さらに、加平は企業理念に基
づき顧客ニーズをとらえた独創的な製品開発により成長してきた企業であり、エッグシェルレザーの
販売拡大は同社の強みであるモノづくり力の PR、ひいては企業価値向上に貢献すると考えられる。 

 KPIs は加平が掲げる事業戦略上の目標と合致しており、同社の経営会議で進捗状況を定期的に管理
していく方針である。 

 以上より、本件 KPIs は加平の事業戦略において重要性を有し、組織的に進捗が管理される適切な指
標であると判断した。 

  



セカンドオピニオン 
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３． SPTs の設定 

評価対象の「SPTsの設定」は、以下の観点でサステナビリティ・リンク・ローン原則に適合している。 

(1) SPTs の概要 

・ SPT-1：2030 年度の GHG 排出量（Scope1+2）を 2019年度の実績対比 46％以上削減する目標に基づ
き、当該目標の中間経路として借入期間にわたり毎年度段階的に設定され、2023 年度以降の実績につ
いて毎年 SPT達成状況を判定する。 

・ SPT-2： 2027 年度に 100 万メートル販売する目標に基づき、当該目標の中間経路として借入期間に
わたり毎年度段階的に設定され、2023 年度以降の実績について毎年 SPT達成状況を判定する。 

・ なお 2022年度の実績は本 SLL契約締結前の事業活動による結果であるため、借入人と貸付人の協議
により SPTs達成状況の判定は 2023年度実績から実施することが合理的と判断している。 

   ※各年度の対象期間は毎年 4月 1 日～3月 31 日である。 

 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 

SPT-1：GHG 排出削減量 5% 10% 20% 25% 30% 

SPT-2：ｴｯｸﾞｼｪﾙﾚｻﾞｰ販売量 5,000m 10,000m 20,000m 500,000m 1,000,000m 

(2) SPTs の野心性 

① SPTs の水準感 

SPT-1 

・ 過去 3 年の GHG 排出量実績は以下の通りである。GHG 排出量（Scope1+2）の削減目標達成のため
には 2030 年度まで年率平均約 4.2%の削減が必要だが、2019 年度を基準年度とする過去 2 年間の平
均削減率は約 2.1%であることから、SPT-1 達成のためにはこれまで以上に削減に向けた施策を加速
していくことが必要となる。SPT-1 は加平の実績からみて高い水準で設定されている。 

 

■GHG 排出量の過去実績推移 

 2019 年度 

（基準年） 

2020 年度 2021 年度 

Scope1 [t-CO2] 3,688 3,192 3,377 

Scope2 [t-CO2] 1,033 839 1,006 

合計 [t-CO2] 4,721 4,031 4,383 

[出所：加平提供資料に基づき R&I 作成] 

 

 



セカンドオピニオン 
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SPT-2 

・ エッグシェルレザーは 2022 年度に製品化しておりまだ販売実績はない。加平はエッグシェルレザー
の用途である家具や靴用レザーに関して、既存製品を毎月 5~10 万メートル程度販売していることか
ら、SPT-2は 2027年度までに既存製品と同水準の販売量を達成する計画である。 

・ なおエッグシェルレザーを製造・販売している競合企業はないことを加平に確認している。 

② SPTs の達成手段の妥当性と不確実性要素 

・ GHG 排出量のうち Scope1は都市ガスやプロパンガスの燃焼に伴う直接排出である。合成皮革製造過
程で必要な熱源としてボイラを使用しており、その燃料が都市ガスまたはプロパンガスである。都市
ガス・プロパンガスを代替できるカーボンニュートラル燃料は汎用化されておらず大幅な削減は難し
いと考えられるが、QC活動における製造工程の改善や、設備更新時における高効率機器への更新を検
討し、削減していく計画である。 

・ Scope2 は電気の使用に伴う間接排出である。QC 活動を通じて消費電力の低減を図り、削減できない
残余排出を再生可能エネルギー由来の電力や非化石証書の購入でオフセットしていく方針である。QC

活動では部署ごとに削減目標を設定し、空調や照明の最適制御、省エネ機器への更新等を通じて削減
していく。また製造設備についても設備更新時に高効率機器への更新を検討していく。 

・ エッグシェルレザーは家具や靴用レザーとしてメーカーに販売していく計画である。既存顧客に対し
ては既存製品をエッグシェルレザーに置き換えることを提案していく。また新規顧客に対しては化学
系専門商社のオー・ジーと提携し同社の販売網を通じ販路を拡大していく。 

・ エッグシェルレザー生産量が増加した場合、製造工場の稼働率が上昇し電気・ガスの消費量が増加す
る可能性があるため SPT-1 と SPT-2 は相反する指標であるが、加平はこれらが両立できるよう SPTs

の水準を計画し設定している。ただし、エッグシェルレザーが目標を大幅に超過する水準で販売され
た場合、製造設備稼働率の上昇や製造設備の増設等により SPT-1 の達成が困難になることが懸念され
る。そのため、KPIsの実績を経営会議で定期的に確認し必要に応じて取組み計画を見直しながら SPTs

両立を目指していく。 

③ SPTs の野心性 

・ SPT-1達成のためには加平の過去実績対比でGHG排出削減に向けた施策を加速していく必要がある。
また加平の GHG 排出削減目標が IPCC の 1.5℃シナリオに整合していることについて SBT イニシア
チブの認定を取得する予定である。年平均で▲4.2％超とする削減目標は中小企業のみならず、大企業
においてもトップレベルの水準にある。日本政府における 2050年にカーボンニュートラル、その中間
の 2030 年に CO2 を 2013 年度比 46%削減する目標は年平均で▲2.7％で、日本国の目標と比べても、
十分に野心的な目標といえる。 

・ SPT-2 は 2027 年度までに既存製品と同水準の販売量を達成する目標を掲げている。エッグシェルレ
ザーは市場に同種製品が存在しない先進的な製品であること、および来年度以降販売を本格化してい
くことから、SPT-2は挑戦的な目標であることを加平に確認している。 

・ 以上より、本件 SPTsは野心的な目標であると判断した。 

  



セカンドオピニオン 

 

 8/9 

④ SDGsへの貢献 

・ SPTs達成に向けて、空調・照明制御等の省エネ、高効率設備への更新、廃棄予定のバイオマス原料に
よる製品製造などを通じ環境負荷低減に取組むことは、以下の SDGs 目標に貢献すると考えられる。 

 

SDGs 目標  

 

7.2 2030 年までに、エネルギーをつくる方法のうち、再生可能エネルギーを使う方法の割合を大き

く増やす。 

 12.5 2030 年までに、ごみが出ることを防いだり、減らしたり、リサイクル・リユースをして、ごみ

の発生する量を大きく減らす。 

 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応の能

力を強化する。 

(3) SPTs の妥当性 

・ SPTsの妥当性について、独立した第三者である R&I から本件セカンドオピニオンを取得している。 

４． ローンの特性 

評価対象の「ローンの特性」は、以下の観点でサステナビリティ・リンク・ローン原則に適合している。 

・ 加平は貸付人との間で協議のうえ貸出条件を決定した。SPT-1、SPT-2 ともに 2023年度以降、毎年度
判定し、いずれかの SPT が達成した場合に向こう 1 年間の貸付金利が変動する。 

 
・ 変動する金利スプレッド水準は一般的なサステナビリティ・リンク・ローンやサステナビリティ・リ

ンク・ボンドとさほど変わらない水準で設計されている。貸出条件と加平の SPTs に対するパフォー
マンスが連動しており、SPTs 達成のインセンティブになっている。 

 

 KPI 判定基準 適用条件 

SPT-1 

SPT-2 

GHG 排出量（Scope1+2） 

エッグシェルレザー販売量 

どちらかの SPT が達成 
判定日から向こう 1 年間の適用

金利引き下げ 

いずれの SPT も未達成 金利据え置き 
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５． レポーティング 

評価対象の「レポーティング」は、以下の観点でサステナビリティ・リンク・ローン原則に適合している。 

 
・ 借入人である加平は、毎年 6月 30日までに SPTsの達成状況を貸付人に書面で報告するとともに、達

成状況の検証に必要な疎明資料を貸付人に提出する。 

・ また加平はウェブサイトにおいて KPIsの実績を借入期間にわたり継続して開示予定である。 

６． 検証 

評価対象の「検証」は、以下の観点でサステナビリティ・リンク・ローン原則に適合している。 

・ 借入人である加平は KPIs の実績について、一般財団法人和歌山社会経済研究所による検証を受ける
予定であり、検証結果は貸付人を通じて加平に報告される。 

 
以 上 
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